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地震危険度解析システムの利用技術   

SuitableTechniqueforUsingtheEarthquakeRiskAnalysisSystemthrough  
Examples  

戸於 征夫＊  

Yukio Tomatsu  

約   要  

地震危険度解析システムくERISA－G〉を開発して4年になる．以来その利用実績は，  

筆者の関与した事例だけでも二十数件に達している．そこで，システムを≠どんな目的に  

どう使うか〝 をまとめる．   

システムを ≠どんな目的に〝使うかについて§2．に述べる．利用例を目的別の9項目に  

分類し，それらの内容を分析した．その結果，「震度法のチェック」のための利用比率が高  

いことが分かった．この身近な問題への通用が，システム利用の裾野を広げる原動力にな  

っている．   

システムを ≠どう使うか〝 は解析条件をどう与えるかが重要であり，未解決の問題点が  

多い．危険度解析の解析条件が悪いと，不合理な結果を導くことがある．その対策法とし  

て一つの考えを§4．に提示する．ここでは地震危険度解析のための地震発生データとして，  

宇津カタログに少し手を加えて使用することの有効性を示した．  

あろう．利用例の増加に伴って，システムの利用技術も  

向上している．本報文は，このシステムを≠どんな目的  

にどう使うか〝 についてまとめている．  

地震危険度角神子システムをやどんな目的に〝使うかに関  

して，機会あるごとに種々の利用法が試みられに利用実  

績の中には，開発当初に想定されなかった目的に使われ  

たものもある．そこで，利用例を目的別に分類して表に  

まとめ，それらの例を紹介する．分類内容は，まだ本格  

的な分類になってないという批判もあろうが，システム  

からのアウトプットの利用法が，目的によって違い単一  

でないことが分かるであろう．   

次に，システムを≠どう使うかケに関しては，解析条  

件をどうインプットするかが重要な点である．しかし，  

「蜘勺に地震危険度の解析条件をどう与えれば良いか，  

はっきりしない点が多い．これらの問題の概要をまとめ  

る．また問題点のうちの，地震発生データの利用に関し  

て各種の検討を行ない．その対策法について一つの考え  

を提示する．そして，地震に関するデータベース研究の  

背景を理解すれば分かることであるが，それの使用条件  

の中に誤り易いインプット量があるので，このために不  

合理な結果を導かないような配慮を促すことにする．   
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§1．はじめに  

本報文は，地震危険度解析システムくERISA－G〉1）の  

利用技術について述べる．くERISA－G〉システムは，筆  

者が東京大学生産技術研究所に受託研究員として滞在し  

た間に，片山恒堆教授の発案と指導のもとで開発された  

ものである．開発当時，公表されている地震危険度解析  

システムのうちで最も機能の高いものの1つであっ  

た2）．その後筆者は二十数件の事例に関与する機会を得  

ることができた．くERISA－G〉の後にも類似のシステ  

ム3）が発表されているが，上記の利用件数は地震危険度  

解析システムの件数として多いと考えてもかまわないで  

ー技術研究部技術研究所副所長  
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§2．システム利用の実例分類  

システムの利用の実例を目的別に9項目に分類し  

て4），件数比率と共にTablelに示す．項目の中には，  

「動的応答解析の入力加速度振幅の設定」のように，開発  

の当初から想定されたものもあるが，そうでないものも  

ある．特に，当初には想定されなかったものに「震度法  

のチェック」があり，その利用件数率が30％と高いのが  

持放である．   

本節では，Tablelの各項目の概要を説明し，実例を  

紹介する．項目を実例に基づいて分類しているものの，  

利用件数が統計分析に耐えるほど多くないとか，分類が  

適当でないとか，ウエイトの置き方に偏りがあるとかの  

批判もあろうかと思う．今後隆正していただければ幸い  

である．  

Tablel地震危険度解析の利用目的  

応答解析を行なったものには，大型橋梁や火力発電所な  

どの例がある．浄水場タンクの設計事例を文献5）から引  

用してFig．2に示す．この例では危険度解析により  

GL－25mの地震基盤面での加速度期待値を150galと  

計算した．地震基盤面にEL－CENTRO波を人力し，  

プログラムFLUSHを使って耐震解析を行った．  

Fig．1動的応答解析のフロー  

2－2 液状化判定のための条件設定   

液状化の判定に当り，注目地点の地盤の最大加速度分  

布を求める問題である．   

液状化の判定には種々の手法が提案されているが，そ  

の中に地表層の最大加速度分布を入力する手法がある．  

最大加速度の解析手順は2－1と似ているが，地表面付  

近の分布を求めて液状化判定に使うのが特徴である．こ  

の解析フローをFig．3に示す．他に，確状化判定のため  

のマグニチュードを統計分析により求めることもでき  

る．このように詳しい液状化検討が必要となるケースは，  

構造物の重要度が高く地盤が液状化しそうな場合に見ら  

れるが，発電施設やイヒ学プラントを埋立地に計画する場  

合がそれに相当する．   

詳しく報告したものに文献胤（7）がある．この例では，  

Fig．4に示すようにGL－67mを地震基盤面とし，そこ  

での最大振幅が加速度期待値と等しい86galの地震波を  

5種粗入力し，地盤の応答解析を行った．加速度分布の  

解析結果を，液状化判定や地盤改良の効果を予測する解  

析に用いた．この例では，注目地点が能代市にあったの  

で，1985年日本海中部地震の観測データを比較検討に用  

いることによって，地震危険度解析における加速度期待  

値を評価する鍵とした．  

2－3 応答スペクトルによる地震波形の合成   

応答スペクトルを算出し，そのスペクトルをターゲッ  

トとして棋院咄覿皮形を作成するのが目的である．   

地震危険度解析システムにより応答スペクトルを求  

め，そのスペクトルを生じるような地震波を逆に合成す  
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項  利  用  目  的   件数  
目   （件）   

垂加勺応答解析の入力加速度振幅の設定  3  田  

2  2  9  

3  4  

4  7  30  

5   3  

6  2  9  

7   4   

8  4  

9   3  13  

合  計   23  100   

2－1動的応答解析の入力加速度振幅の設定   

構造物の動的応答解析にあたり人力地震波の最大加速  

度を定めるのが，本システムの代表的な利用法である．   

垂妨勺応答解析のための入力地震波には注目地点と似た  

地盤で採取された観測波形を用いたり，EL－CENTRO  

波などの標準地震波形を用いることが多い．しかし，そ  

れらの入力地震波の最大振幅は波形からは規定されな  

い．これを合理的に求める方法の一つが地震危険度解析  

であり，解析フローをFig．1に示す．地震危険度解析に  

より地震基盤面での加速度期待値を求め，その値により  

地震波形の最大値を規準化し，地盤と構造物の達成モデ  

ルに作用させて動的応答解析をする．あるいは，Fig．1  

の右側の流れのように地盤の応答解析を行なって地表面  

での加速度波形を求め，その波形せ構造物モデルに入力  

する方法もある．   

地震危険度解析により入力加速度振幅を設定して動的  
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Fig．2 浄水場タンクの動的応答解析例  

る．このようにして求めた地震波形はマグニチュードや  

震央距離のパラメータにより性質が規定されているた  

め，所定の地震垂＃粋性を有する入力地震波として，動的  

応答解析に使うことができる．   

例え抗大崎による応答スペクトル8）を算出して，原子  

力発電施設の耐震解析を行うため横腹地誇皮形を合成し  

たことがある．Fig．5に大崎スペクトルの計算例を示  

す．その例では，注目地点周辺で起こった地震群から最  

大の応答スペクトルを与える特定の地震に着目し，その  

スペクトルを棋院地露作成ルーチンに引渡した．  

2－4 震度法による両棲設計のチェック   

震度法により耐震設計する場合に，補助的に地震環境  

を調査しで情報を付加するために利用する．   Fig．3 摘状化判定解析のフロー  
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正   表  

50真のFig．5の図と52真のFig．6の図が入れ   

替っておりますので、御訂正下さい。  

Fig．5の図⇔Fig・6の図   
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Fig．4 地盤の応答解析例  

震外力の大きさが場所，地盤条件，および構造物の重要  

度などに従って規定されている．しかし．構造物を作っ  

たときに受けるであろう地露外力が個別に評価されてい  

るわけではない．設計に用いる地震外力が今までに起こ  

った地震に対して安全かどうか，今後どの程度の地震に  

みまわれる確率があるか，これらの点が構造物を計画す  

る者にとって興味ある情報となる．地震危険度解析シス  

テムを利用することにより，加速度に関する情報を得る  

ことができる．もちろん，設計震度と加速度とは同一で  

ないが，両者を対応させることができる．両者のギャッ  

プが相当程度大きく，かつギャップの原因が直下型地震  

等によるということが分かれば，設計震度を見直してラ  

ンクアップすることも考えられる．   

例えは，火力発電所の放水路やごみ焼却炉の設計に当  

たり過去の地震歴や加速度期待値を解析して，震度法に  

よる地震外力で十分であることを確認したことがある．  

その他，LSI工場や宅造擁壁などの設計に当り，震央位  

置図などを出し付加情報として用いたことがある．  

F戸g．5 大崎スペクトルの例  

面穣設計がなされる場合，そのほとんどは震度法ある  

いは修正震度法によっている．そして基準等により，地  
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震度法のチェックのための利用は，Tablelの項目中  

で利用件数が最も多い，震度法は動的応答解析に比べ，  

いわば身近な設計法である．身近な設計法に地震危険度  

解析システムを適用できることが，利用の裾野を広げる  

原動力になっているとみられる．  

2－5 既設構造物の耐震診断   

既設構造物の地震環境を調べ耐震診断に役立てる．   

一般の建築物では，耐震診断の基準があるので地震危  

険度解析を行う必要はない．地震危険度解析により知る  

ことができるのは，構造物が建設以来どんな地震にみま  

われてきたか，今後どれくらいの強さの地震動にみまわ  

れるかである．構造物が設計基準に適合しないために，  

現行の基準による判断が役に立たず，地震危険度解析に  

よる情報が診断のポイントとなるようなケースもある．   

例え拭 明治時代に建てられたレンガ造りの燈台につ  

いて検討した例では，今までに経験したと同程度の地震  

動が今後も確率的に予想される場所であることが分かっ  

た．また，建物の老朽化が進んでいることから，補強対  

策の必要があると判断された．その他道路橋や河川盛  

土などの古くなったものの耐震性調査に役立てられてい  

る．  

2－6 建設中構造物の耐酔性検討   

構造物が建設中に強震に見舞われる可能性唐確率的に  

求めるのが目的である．   

建設期間が短い場合には建設中に強震に見舞われる確  

率は低いが，ダムや橋梁などの10年近くの期間を要する  

工事ではその確率は高くなる．また，構造物の水平耐力  

が完成後に比べて著しく低いものや建設中の構造物の重  

要度が高いものでは，建設中の地震に十分な注意を払う  

べきこ とは当然といえよう．実際，1987年12月17日の千  

葉児東方沖の地震の時に千葉県内で300galを越える地  

震軌が観測され，このとき首都圏では幾多の構造物が建  

設中であった．横浜港のベイブリッジでも斜張橋の主塔  

部が建設中であったが，幸い被害を生ずるほどの地震動  

ではなかった．通常の構造物では耐用年数を数十年とい  

うオーダーにして期待値を危険度解析する坑建設中構  

造物では1オーダー低い耐用年数を想定できるかどうか  

が問題になる．栗林ら9）の研究があるが，この種の研究は  

まだ始まったばかりである．   

利用例として，大型橋脚の建設時の安全性やダムの骨  

材プラントの耐震性などについて検討したとこが挙げら  

れる．これらの例では耐用年数を通常の構造物と同程度  

にみても，非常識な設計震度になる場所でなかったので，  

安全を見込み，通常の構造物の耐用年数を適桐して耐震  

性を検討した．   
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2一丁 建設工事に伴う環境振動の検討   

地震危険度解析システムが建設工事に伴う環境振動の  

問題にも利用できるという例を紹介する．   

山間の温泉地で，尾根近くに巨岩があって落ちそうな  

状態にある．その山腹に道路トンネルを通す工事を行な  

うことになり，掘削に発破を使開できるかどうかの問題  

である．岩が落ちると，付近の旅館に直接的・間接的な  

被害を生ずる恐れがある．そこで計画の段階に，この巨  

岩がどれくらいの地震動に耐えてきたかを地震危険度解  

析システムを用いて推定し，発生する発破振動との対比  

を行った．   

この場合には，地震動と発破振動とで振動周期が違う  

ことを考慮して，発破振動に対する巨岩の安定性の下限  

を知ることができると判断して解析結果を利用した．  

2－8 大型構造物の建設計画地点の選定   

建設地点選択の1つの要素として地震危険度を調べる  

という利用法がある．   

ダム，発電所や石油備蓄施設などの大型構造物を計画  

する場合に，建設地点の選定過程で地震危険度解析シス  

テムを利用することがある．日本の陸上では地震外力の  

大きさに5倍近くの差があるため，候補地点の中から地  

震外力の小さな地点を選べば，面偶のための工事費用を  

抑えることが原則的に可能となる．   

例え拭 同じ九州でも福岡は宮崎より地震危険度が約  

1／3の大きさなので，耐震性の高い構造物なら福岡近辺  

の方が経済的に有利なことも予想される．ただし，利用  

例では加速度期待値の比較に終わった．  

2－9 地棚防災   

裏書予測や防災計画のために，地域の地震危険度を解  

析する利用法である．   

広がりをもった調査地域を格子状に分割して地震危険  

度解析し，等高線などにより危険度図を作成する．調査  

地城が1つの都市程度に狭く限られて，霹原域からほぼ  

等距離とみなし得るならば，地震基盤面での地震危険度  

はどこも変わらず，地表層の影響を受けて危険度に差が  

表れる．例として，代表地点の地震基盤面での加速度期  

待値を求め，地表層の地盤条件により地表層の増幅度を  

考慮してマイクロゾーニングを行なったものがある．求  

めた地表面の加速度に木造建物の被害率の関係を当ては  

めて，木造建物の倒壊率分布を想定した．   

また，別の例では，調査地域の代表地点で加速度期待  

値を求め，上水道ネットワークシステムの地震時信頼性  

のシミュレーション解析に用いた10）．   



正   表  

50真のFig．5の図と52真のFig．6の図が入れ   

替っておりますので、御訂正下さい。  

Fig．5の図⇔Fig．6の図   
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地震発生データを利用する上で生じ易い問題点の事例  

を図に示す．Fig．6は静岡市を中心として起こった地震  

の年代臓の発生状況を示している．地震の選択条件は図  

中の上方に書かれているように，①西暦1000年以降に，  

②マグニチュード6．0以上で，③距離200km以内に起こ  

った地震を選んである．ここで選択条件として，地震が  

あったかどうかを調べるだけなら年代範囲が広いに越し  

たことはない．しかし，統計分析のためには年代範囲を  

むやみに広げることが好ましくない．Fig．6の横軸が  

160哨三付近と190晒三付近で地震の発生密度が異なり，実  

は，これらの年代を境としてデータの違っている．性質  

の異なる2つ以上の母集団を1つの母集団のように扱う  

のは統計学的に難点があり，不合理な結果を導く恐れが  

ある．このようなことのないように統計分析をするには，  

地震発生データをどう処理すれば良いかが問題である．   

地震発生データの選択に当たって，重要な点は次の3  

つである．  

§3．システム利用の問題点  

解析結果の利用について，前節に述べなかったが重要  

な問題点は，地震危険度解析の手法がまだ確立されてな  

い点である．そのため，解析結果を設計震度，全国的な  

地露危険度分布，気象庁の震度分布，地震観測言醜 あ  

るいは常識的な値などと対応することが不可欠な検討作  

業である．解析結果が現行の設討づ去や設計震度などと相  

容れないことが往々にしてあり，システムが実用的でな  

いとの判断に至ることもあるであろう．そうしないため  

には，解析条件を見直しして試行錯誤することが必要に  

なる．   

解析条件の問題点には，次が挙げられる．  

（1）地震発生データ：危険度解析に地震発生データを使   

用する上で，データの質の良否およびその結果への影   

響の程度をどう評価するか．  

（2）距離減衰式：地震動の距離減衰を示す経験式には   

種々のものがあるが，どの式を使うのが妥当か．妥当   

性を判断する基準をどこにおくか．また，それらの結   

果への影響の程度をどう評価するか．  

（3）耐用年数と非超過確率：構造物の耐用年数と非超過   

確率を設定すれば，統計的に必要な最大加速度が決め   

られる．しかし，それらの設計上の定義や求め方がは   

っきり定められていない．  

（4）活断層：過去の地震活動が活断層の分布とどう関係   

するか．活断層に基づく地震危険度を広範囲に活用す   

るためには解決すべき基本的な問題が残されてい   

る11）．   

このうち，（1）の地震発生データに関する対策として参  

考になるであろう点を次節にまとめる．特に，地震発生  

データの使桐条件には誤り易いインプット量がある．デ  

ータベースの背景を理解すれば分かることがあるので，  

不合理な結果を導くことがないように注意を促すことに  

する．しかし，（1）以外の3つはどれも耐震工学上の未解  

決の問題であるため，－「般的な対策方法ははっきり分っ  

ていない．そこ一こ 問題の決着を待つまでもなく，デー  

タの不足部分を地震観測結果や数値シミュレーション解  

析によって補足し，ケースバイケースの工学的判断によ  

りシステムを利用する技術が要求される．  

名 糖  ●t鴫仕l■to遍■○大■ス■tクl〟■  注8■貞  5Jり！u8片月 亡JI†   t■ l■I  3l．9～    ▼′エ■■■■ ナ▲－r‖＝h   ■1 1■I  ＝沌．35  対義ヽ■  ■R■■l■■〉  1〔】80－198－l  0 ム  8．tOl「Ll 6．0019丁．～   ▼′エ†■－l■  6．0－8．6  の■ヰ  ＝■（l■l  ロ ー～00  十 X  6．106．8 6．引〕＝H．8   ¶t■■■l■）  lTl  

Fig・6 マグニチュードの年代順図   

① 地震カタログ（地震発生データ）に何を用いるか   

② 対象地震の選択条件として年代範囲，マグニチュ   

ード範囲，および距離抱囲などをどう選ぶか   

③ 地震カタログの中に含まれる深発地震や余震の処  

理をどうするか   

これらの点について，以下に検討する．  

4－2 地震カタログの選択   

日本付近の地震発生データをまとめた地震カタログ  

に，気象庁の地震月報12），宇津の表13），宇佐美の表14）15），  

宇佐美の被害地震総覧16）などがある．これらの資料を基  
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§4．システムに赦した地震データの条件  

地震危険度解析を行なう上で不合理な結果を導かない  

ために，地震発生データをどう選択するかについて記す．  

4－1地震発生データの利用上の間最点  
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にして，Table2に示す気象庁，宇津，および宇佐美の  

3つのカタログを作成した2）．3つのカタログに含まれ  

る地震のマグニチュードと数の分布を比較したのが  

Fig．7である．図中の棒グラフは頻度を，折れ線は累積  

頻度を示す．カタログによりマグニチュードの分布の型  

が大きく異なることが分かる．Fig．8は，Fig．7の縦軸  

を年間地震発生率に変えて，累積頻度をその1次回帰線  

と共に示してある．F厄．8b），C）には，気象庁カタロ  

グに関する回帰線を破線で示してある．a），b），C）の  

比較により次のことが分かる17）．   

a）気象庁カタログはM≧5．0の範囲でGutenberg   

－Richterの式18）に従う規則的な分布（Fig．7a）  

をしており，この範囲でもれのない記録であること  

が推定される．   

b）宇津カタログは，a）気象庁カタログに対して年   

間地震発生率がほぼ一致し，〟≧6．0の範囲でa）の  

代用になる．   

C）宇佐美カタログは，a），b）に比べ年間地震発生  

率が1オーダー以上小さく，たとえ〟≧7．5に限っ  

てもリストアップされない地震が多い．   

次に，地震危険度解析では，注目地点での加速度を解  

析の対象にすることが多いので，カタログの違いにより  

加速度の頻度分布がどう変わるかを比較する．加速度頻  

度分布とその回り副系数m（石本・飯田の係数）を日本の  

代表的な5都市（Fig．9で後述）で計算したところ，次  

の傾向を得た17）．   

a）気象庁カタログは，大部分が中・小地震からなる  

ため，回り副系数mが相対的に大きく評価されること  

が多い．また，〟≧7程度の大地震の数の割合が少  

ないため，数少ない大地震の影響を強く受け，地震  

危険度解析に適したデータとはみなされない．   

b）宇津カタログは，〟≧6．0の地震の数が多く，回帰   

係数mも上園勺安定しており，統計分析に耐えるデ  

ータである．ただし，一部の地震数の少ない地域で  

は，回帰係数mの計算が難しくなるので，5．0≦  

〟＜6．0の地震を気象庁カタログより補充して使う  

ことが考えられる．   

C）宇佐美カタログは，地震記録のもれが多く統計分   

析に向くデータとはみなし得ない．しかし，被害地   

震が発生したという情報は重要であり，既往地震の   

最大加速度を算出するなどの目的に生かすことが考  

えられる19）．   

すなわち，宇津カタログは期間が約100年間と長く，デ  

ータの質も比較的そろっているので，地震危険度解析に  

適している．これに，宇佐美カタログの1884年以前の部  

分を取り入れてつなぎ合わせたファイルは，地震危険度  

の統計分析以外に，既往地震の最大加速度を解析するな  

どのケースにも対応できるので実用性が高い．以下の地  

震危険度解析には，このようにして作った宇佐美・宇津  

カタログを主に使うことにする．  

4－3 対象地藤の選択範囲   

地震カタログが同じであっても，地震の年代範囲，マ  

グニチュード範囲，震央距離範囲などの選択条件に影響  

されて危険度の解析結果が変わってくる．そこで，宇佐  

美，宇津カタログを用い，もれらの範囲の取り方による  

影響を比較する20）．  

Tab［e2 地震カタログの特徴  

カタログ名  宇佐美カタログ   r打津カタログ   気象庁カタログ   

416年から1983年までの理科年表14）  1885年から1980年までは宇津の資  1926年から1960年を地震月報別冊  
による被害地震を資料ヒする．こ  料13）による．1981年以降は地震月  第6号12），それ以降を地震月報によ  

の資料は，1975年までは宇佐美の  報からマグニチュード6．0以上の地  りつなぎ合わせる．ただし，経度，  
資  料                           「新編日本被害地裏紙覧16）」とほぼ  震を補充する．ただし，経度，緯度，  緯度，あるいはマグニチュードの  

対応している．   あるいはマグニチュードの不明な  不明な地震およびマグニチュード  

地震は除いてある．   4．5以下の地震は除いてある．   

年  代  416年～1983年   1885年～1984年   1926年～1983年  
－ヾ フ■  

マグニチュード  5．9～8．6   6．0～8，4   4．5～8．3  
タ  
範  123～149   128～150  

囲  22～47   30～48   

地 震 数   431個   1802個   11344個   

・年代範囲が長い   ・年代範糊が100年ある   ・年代範囲が短い  

・地震データの欠落が多い   ・地震データの質がそろっている  ・地震データ数が多い  

特  徴  ・大きな地震の割合が多い   ・探究地震や前震・余震が含まれ  ・小さな他宗や余震が人部分で，  

・探究地震や前震・余震はほとん  大きな地震の割合が少ない   

ど含まれない   

＊経度・緯度に関係なく，日本の被害地宗が収録されている．  
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l〕）′i†：津カタログ  

Fig．7 地震カタログ別のマグニチュード頻度分布  

c）‘i・：作美カタログ  a）京簸けカタログ  

a）景観けカタログ  1〕）‘j：津カタログ  

Fig．8 地震カタログ別の年間地震発生率  

c）丁佐．美カタログ   

（1）年代範囲   

年代範囲を広くとれば良いとは限らないことを小一1  

で述べた．Fig．6に見られたようにある時期を頓にして  

データの性質が変わる．そのもっとも顕著な時期は西暦  

1885年であり，この年以降のデータは機械計測に基づい  

ているが，それ以前は古文書の資料に基づいている．古  

文書の資料でも，地域や時代によりデータの保存状態に  

差があり，その例が1600年あたりに見られる．また，機  

械計測の時期でも，気象庁の観測体制の整った1926年の  

以前と以降でデータの質に差が現われることがある．  

統計分析に耐えるデータの範囲は機械計測による  

1885年以降のデータである．それより遡って使用すると，  

Fig．8c）に見たように平均の年間地震発生率が確実に  

低下し，その結果地震動の期待値も低くなる傾向にある．  

（2）マグニチュー ド範囲   

マグニチュードの小さい地震まで含めて危険度解析す  

るのが良いとは限らない．宇佐美・宇津カタログを使え  

ば，統計分析に耐えるマグニチュード範囲は6．01；u二で  

あり（Fig．8b），通常の地震危険度解析ではこの範囲の  

データで十分に解析できる．  
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を判断するには地震ごとの検討が必要であり，場合によ  

っては一義的に決まらない．影響が少なく一義的に決ま  

らないものを落とすよりも，前震・余震を含んだまま用  

いることは適切な処置と考える．  

もし，マグニチュード範囲を下方へ広げて使用する場  

合には，気象庁カタログを取り込むことになる．しかし，  

既に述べたように統計上でマグニチュード範囲を広げる  

ことにが適切な処置とは限らない．例えば，気象庁カタ  

ログを使って〟≧5．0にすると，平均的にデータの約80  

％が5．0≦〟＜6．0の中小地震が占め（Fig．7a），それ  

らの被害を生じない中小地震に重みのかかった統計分析  

になってしまうはずである．逆に，特定の地域や目的の  

場合を除いて，〟＜6．0のデータを使う効果は期待する  

ほど表われない．  

（3）震央距離範囲   

震央距離範囲は広くとるに越したことはない．しかし，  

これに上限を付けて，加速度期待値への影響の少ない地  

震群をあらかじめ除いておくと処理が容易になる．この  

ため，震央距離範囲を100km150km，200km300km  

500kmの5ケースとし，距離減衰式に「道路橋示万苦」21）  

の式（地盤条件；岩盤）を使って〟≧6．0のデータで比  

較計算する．   

加速度期待値を札幌 仙台，東京，大阪，福岡の5地  

点で計算して，その結果をFig．9に示す．Fig．9によ  

ると，300km以上で期待値はほぼ一定値になる．震央距  

離の遠い地震を考慮すると地震数は増えるものの，これ  

らを考慮することの意味はほとんどない．逆に，震央距  

離範囲が狭すぎると考慮すべき地震まで落としてしまい  

加速度期待値が下がる．このために，狭くできる限度は  

150kmである．ただし，これらの距離限界は目安であっ  

て，マグニチュード範囲や使用する距離減衰式などの定  

め方によって変化することに注意しなければならない．  

ヰー4 地震カタログの処理   

地震カタログを使って地震動強さを計算する場合に，  

カタログの中の特異なデータなどう処理するかの問題が  

ある．すなわち，深発地震に距離減衰式をどう当てはめ  

るか，大地震に伴う前震や余震をどう扱うかの点である．   

探発地震の加速度を距離減衰式により計算すると大き  

な加速度になる場合があるが，実際には，これらが被害  

地震となることは少なく，最近の100年間に2例がある  

のみである20）．日本の代表地点（Fig．9参照）を選んで  

探発地震の影響を比較したところ，危険度解析に使う地  

震発生データから，i莱発地震を落とした方が妥当な加速  

度が計算されることが分った20）．   

大地震に伴う前震や余震を本震と同じように1つの地  

震として扱うと，地震危険度が過大に評価される恐れが  

ある．危険度解析の結果，前震・余震の扱いにより加速  

度期待値が変化するとしても，その変化量は深発地震の  

影響よりも少ない20）．一方，ある地震が，本塞か余震か   
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Fig．9 震央距離の違いによる加速度期待値の変化  

4－5 データ処理法についての判断   

本節に述べた条件設定と同じデータ処理を行なって，  

日本全国で地震危険度の分布を計算したものがあ  

る20）．詳しい説明は省略するが，計算結果の分布図は服  

部22）による分布図と似ている．従って，ここに述べた地  

震発生データの処理方法が従来からの地震危険度研究の  

流れから逸脱していないことが判断される．  

5．おわりに  

地震危険度解析システムくERISA－G〉は種々の目的  

に利用されている．利用例を目的別の9項目に分類して  

分析した．目的や注目地点の地震環境の違いにより，解  

析結果の利用法や判断が異なって当然といえよう．また，  

システム開発の当初には想定しなかった利用目的である  

が，「震度法のチェック」のための利用件数が多く，これ  

がシステム利用の裾野を広げる原動力になっている．   
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地震危険度解析の利用技術のうち，地震発生データを  

どう使うべきかについて日本全回のデータを基にして検  

討した．その結果，地震発生データを危険度の統計分析  

に俵田するためには，次の点に注意すると良いことが分  

かった．  

（1）地震発生データとして，宇津カタログを基本に用い  

るのが適切と判断される．気象庁カタログを併用する効  

果は一般に期待するほど表われないが，地震数の少ない  

地域では有効なケースもある．また，宇佐美カタログは  

統計分析には向かないものの，補助的なデータとして併  

用すると，古い地震を含めた既往最大値を求めるような  

解析に有効となる．  

（2）地震発生データの使用条件として，年代範囲を西暦  

1885年以降，マグニチュー ド範囲を6．01江上とするのが  

適切であろう．また，震央距離範囲は，使用する距離減  

衰式にもよるが，大略150km以上にするのがよく，300  

km以上は考慮しても効果が少ない．   

地震危険度解析の手法は確立されていないため，不合  

理な解析結果を導かないための利用技術も明確でない．  

未解決の問題点を列挙したが，その解決は必ずしも容易  

でない．そこで，問題の決着を待つまでもなく，データ  

の不足部分を地震観測結果や数値シミュレーション解析  

で輔足し，ケースバイケースの工学的判断によりシステ  

ムを利用する技術が必要になる．解析結果を設計震度や  

全国的な地震危険度分布図などと対応することも不可欠  

な検討作業である．そして，地震危険度解析の利用技術  

をさらに高めるためには，第3節に挙げた距離減衰式，  

耐用年数と非超過確率，および活断層の研究を進めるこ  

とと共に，構造物の耐震化のための合理的な方法論をも  

つことが重要である23）．  
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